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（ 資 料 配 付 ）

作 成 年 月 日 令和２年11月９日

作成部局課室名 企画県民部広聴課

企画県民部消費生活課

農政環境部環境整備課

第２回県民モニターアンケート「消費生活について」の調査結果

第２回県民モニターアンケート調査「消費生活について」の調査結果をとりまとめまし

た。アンケート結果は、「消費者教育推進計画（第３次）」の策定に活用します。

１ 調査概要
(1)調査対象者：県民モニター2,227人 対象者 回答者 回答率
(2)調 査 期 間：令和２年８月19日(水) 総 数 2,227 1,689 75.8%

～９月２日(水)[15日間] 性 男 性 1,038 804 77.5%
(3)調 査 方 法：県ホームページ上の 別 女 性 1,189 885 74.4%

アンケートフォームに入力 10～20代 86 54 62.8%
(4)回 答 者 数：1,689人(回答率75.8％) 年 30代 231 151 65.4%

代 40代 411 315 76.6%
別 50代 478 358 74.9%

60代 473 410 86.7%
70代以上 548 401 73.2%

２ 調査結果の概要
項 目 結 果 概 要

消費者トラ 過去３年間に購入した商品等により、消費者トラブルに遭ったことのあ

ブルについ る人は11.5%で、前回調査(H28)16.5%から5ポイント減少。そのうち、過半

て（トラブル 数（50.5%）が何らかの相談先に相談をしている。

の遭遇と相談の

有無） Q1

Ｑ１ あなたは、

過去３年間に、

購入した商品や

利用したサービ

ス等により、身

体的・経済的に

被害を受けるな

どの消費者トラ

ブルに遭ったこ

とはありますか。

（一つ選択） Q2

Ｑ２ Ｑ１で「あ

る」と回答した

方にお伺いしま

す。消費者トラ

ブルに遭い、被

害を受けたこと

について、どこ

（誰）かに相談

しましたか。（一

つ選択）
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架空請求（身に

覚えのない請

求）, 17.3%

健康食品・化粧

品等の定期購

入トラブル, 
6.1%

水回りの修理

サービスに伴う

高額請求, 2.0%

その他, 73.5%

33.7%

29.6%

22.4%

22.4%

10.2%

8.2%

7.1%

3.1%

0.0%

0.0%

16.3%

36.4%

31.5%

17.3%

16.0%

9.9%

8.0%

1.9%

13.6%

3.7%

1.2%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市町の消費生活センター

商品やサービス等の提供元である、メー

カー等の事業者

商品やサービスの勧誘や販売を行う販売店

やその代理店担当者など

家族・知人等

国民生活センター

弁護士・司法書士等の専門家

警察

県の消費生活センター

消費者問題に取り組む団体

民生・児童委員、ケアマネージャー等（地域

の身近な相談者）

その他

R2
Ｈ28

相談先 「市町の消費生活センター(33.7%)」が最も多く、次いで「商品等の提

供元であるメーカー等の事業者(29.6%)」となっている。

Ｑ３ Ｑ２で「相 なお、「県消費生活センター」は、H30年4月から市町との役割分担を進

談した」と回答 めたことから、前回より大幅に減少。

した方にお伺い

します。

どこ（誰）に相

談しましたか。

次の中からお選

びください。（い

くつでも）

相談の内容 「架空請求」が２割近く(17.3%）を占めており、次いで「定期購入トラ

ブル(6.1%)」となっている。「その他｣では「ネット販売トラブル(例：商
Ｑ３－２ Ｑ２ 品が届かない)」「購入品が不良品だった」等が挙げられている。
で「相談した」

と回答した方に ｢その他｣の主なもの
お伺いします。 ・ ネット販売トラブル
どんな内容を相 ・ 購入品が不良品
談しましたか。 ・ 携帯電話契約
次の中からお選 ・ 不当広告
びください。（い ・ 過大請求
くつでも） ・ インチキ商法
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24.0%

21.0%

35.4%

29.6%

12.5%

19.8%

28.1%

29.6%
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41.7%

39.6%

30.2%

27.1%

26.0%

15.6%

12.5%

6.3%

4.2%

9.4%

37.8%

28.9%

28.1%

35.6%

30.4%

19.3%

15.6%

6.7%

8.1%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

相談しても解決するとは思えなかった

相談するほどの被害ではなかった

自分で解決しようとした

どこ（誰）に相談してよいかわからなかった

面倒だった

自分にも責任があると思った

相談すると時間や金銭的負担がかかると

思った

被害にあったことに、当時は気づいていな

かった

周囲の人に被害にあったことを知られるの

が嫌だった

その他

R2
H28

相談の結果 「満足した」と「どちらかといえば満足した」の合計は、前回の50.6%

から8.8ポイント上昇し59.4%となっている。
Ｑ４ Ｑ２で「相

談した」と回答

した方にお伺い

します。相談し

た結果はどのよ

うなものでした

か。（一つ選択）

相談しなか 「相談しても解決するとは思えなかった(41.7%)」「相談するほどの被害

った理由 ではなかった(39.6%)」の回答が多い一方、「どこに相談してよいかわから

なかった(27.1%)は、前回(35.6%)より8.5ポイント下回っている。
Ｑ５ Ｑ２で「相

談しなかった」

と回答した方に

お伺いします。

相談しなかった

理由は何ですか。

（いくつでも）

満足した
どちらかといえば

満足した

どちらかといえば

不満であった
不満であった
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41.2%

39.9%

26.5%

22.2%

19.4%

13.7%

12.3%

10.8%

9.8%

7.9%

4.7%

3.4%

2.8%

1.7%

47.9%

44.0%

34.4%

25.2%

23.2%

16.3%

7.5%

14.2%

13.6%

13.5%

6.8%

今回新規項目

5.0%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

テレビやラジオの番組・広告

県や市町の広報誌（チラシ、リーフレット含

む）

新聞や雑誌（フリーペーパーを含む）の記

事・広告

県や市町のホームページ

インターネット検索（県等のホームページ以

外）

自治会・町内会の掲示板や回覧板、防災

無線

特に情報は得ていない

消費者庁や国民生活センターのホーム

ページ等

県や市町の消費生活センターの相談窓口

等

家族・知人

講座・勉強会など

消費者庁や県・市町のLINEやTwitter等の
SNS

事業者からのお知らせ

その他

R2
H28

17.4%

10.5%

33.6%

26.4%

49.0%

63.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2

H28

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが、内容は知らない 知らない

「消費者ホ 「言葉も内容も知っている」「言葉は知っているが、内容は知らない」

ットライン の合計の認知度は51.0%で、前回(36.9%)より14.1ポイント上昇。

１８８」の

認知度

Ｑ６ あなたは

「消費者ホット

ライン１８８」

の言葉や内容を

知っていますか。

（一つ選択）

消費生活に 「テレビや ラジオの番組・広告(41.2%)」、「県や市町の広報誌(38.9%)」

関する情報 が前回同様４割程度と多くなっている。

を目や耳に

したところ

Ｑ７ あなたは、

消費者問題に関

する相談窓口や

法律、制度、解

決方法、消費者

トラブルの事例

などの消費生活

に関する情報を、

どのようなとこ

ろで目や耳にし

ましたか。（い

くつでも）

※ 消費者ホットライン（１８８）

お近くの消費生活相談窓口等が案内される全国共通の電話番号
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62.0%

47.5%

45.8%

42.8%

42.4%

29.9%

27.3%

25.0%

24.2%

18.0%

16.3%

16.0%

15.6%

14.2%

10.2%

4.1%

3.0%

4.7%

1.2%

53.3%

50.2%

47.4%

今回新規項目

43.2%

35.3%

29.5%

29.3%

29.2%

19.2%

15.6%

今回新規項目

16.6%

14.9%

9.3%

4.2%

2.7%

4.8%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

食品ロスをなくす

商品やサービスの購入・契約をする際は、

表示や説明をよく読む

地産地消の食品を購入する

災害や緊急事態宣言時などに過度な買い

だめや買い急ぎはしない

環境に配慮した製品を購入する

自らが良いと感じた商品やサービスのこと

を、周りの人に伝える

商品やサービスにトラブルがあれば、企業

や消費生活センターに相談する

消費者被害の情報など消費者問題の報道

に関心を持つ

自らが良くなかったと感じた商品やサービ

スのことを、周りの人に伝える

被災地の産品を購入する

トラブルが起こった際の問い合わせ先を確

認しておく

障害者の支援につながる福祉作業所など

の商品を購入する

身近に消費者トラブルで困っている人がい

たら、消費生活センターへの相談を勧める

商品やサービスにトラブルがあれば、周り

の人に注意を呼びかける

フェアトレード商品を購入する

寄付付きの商品を購入する

消費者団体や市民団体等の活動に積極的

に参加する

特になし

その他

R2
H28

消費に関し 「食品ロスをなくす」が最も多く、前回より8.7ポイント増加の62.0%と

て心がけて なっている。新規項目「緊急事態宣言時などに過度な買いだめをしない」

いる行動 は42.8%と多くなっている。

Ｑ８ あなたが、

消費に関して心

がけている行動

はありますか。

次の中からお選

びください。（い

くつでも）

※食品ロス：食べられるのに廃棄される食品
※フェアトレード：開発途上国で作られた作物や製品を適正な価格で継続的に取引することに

よって、生産者の持続的な生活向上を支える仕組み
※寄付付き商品：各企業等が提供する商品等を購入者が購入・利用するごとに、一定の割合で

企業等が売り上げの一部を被災地支援や地域活動支援等の目的で寄付するもの



- 6 -

言葉も内容も

知っている
15.3%

言葉は知ってい

るが、内容は知ら

ない 14.0%

知らない 70.7%

非常に問題 「買い占めにより、食品がなくなること(60.2%)」「買い占めにより、衛

だと思う消 生用品がなくなること(58.4%))」「SNS等により不確かな情報が広まること

費行動 (57.5%)」がいずれも５割を超えている。

Ｑ９ あなたは、

感染症拡大や災

害等の非常時に

特に問題だと思

う消費に関する

行動はあります

か。次の中から

お選びください。

（３つ選択）

「エシカル 「言葉も内容も知っている」「言葉は知っているが、内容は知らない」

消費」の認 の合計の認知度は約３割(29.3%)となっている。

知度

Ｑ10 あなたは

「エシカル消費」

について知って

いますか。（一

つ選択）

60.2%

58.4%

57.5%

44.0%

37.8%

33.1%

19.1%

0.7%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

買い占めにより、食品がなくなること

買い占めにより、衛生用品がなくなること

SNS等により不確かな情報が広まること

便乗した詐欺等が発生すること

商品の品薄により物価が上がること

科学的根拠のない商品が販売されること

販売先を失った食品などが大量に処分さ

れること

特になし

その他

* エシカル消費

人や社会・環境に配慮し

たものやサービスを選んで

消費すること（地域の活性

化や雇用なども含む）。

【例】環境に配慮した製品

を購入する、食品ロスをな

くす、地産地消の食品を購

入する フェアトレード商

品を購入する など
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6.6%

6.6%

4.1%

4.0%

3.8%

3.7%

2.4%

1.5%

0.8%

0.9%

77.8%

6.3%

6.5%

4.2%

0.0%

4.0%

4.6%

1.7%

2.2%

1.2%

1.1%

78.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

県や市町が行う講座・講演会など

高齢者大学、生涯学習施設、カルチャーセ

ンターなど

県等のホームページなどを見て学習した

インターネット等の動画

消費者団体・ＮＰＯ法人などが行う講座な

ど

地域（町内会など）での講演会や勉強会な

ど

会社・職場での研修会など

学校の授業

ＰＴＡとして参加した学校行事等

その他

受けたことはない

R2
H28

過去３年間 「受けたことがない」が、前回同様約８割(77.8%)となっている。

の消費者教

育の受講機

会

Ｑ11 あなたは、

過去３年間に消

費者教育を受け

たことがありま

すか。消費者教

育を受けた機会

を次の中からお

選びください。

（いくつでも）

消費者教育 「中学校(24.3%)」と「小学校(19.4%)」の義務教育諸学校が約４割。次

を行う最も いで、「地域(22.3%)」となっている。

重要な場

Ｑ12 消費者教

育を行う場とし

て、最も重要だ

と思うのはどこ

ですか。（一つ

選択）

0.9%

19.4%

24.3%

12.6%

15.3%

22.3%

2.7%

2.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

幼稚園や保育園

小学校

中学校

高等学校

家庭

地域

職場

その他
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消費者教育 「悪質商法の手口と対処方法・防止」が77.1%と８割近くを占めている。

で特に取り

組む必要の

ある分野

Ｑ13 消費者教

育について特に

力を入れて取り

組む必要がある

と思う分野はど

れですか。（３

つ選択）

行政の取り 「指導・取締りの強化(不当表示、悪質商法など)(70.5%)」が最も多く､

組みとして 次いで｢消費者被害･トラブル･商品リコールなど情報提供の充実(64.5%)」

望むもの 「消費生活相談窓口の的確な対応(62.0%)」となっている。

Ｑ14 行政の取

組として、今後

望むことは何で

すか。（３つ選

択）

77.1%

42.0%

37.8%

34.2%

33.5%

20.6%

17.3%

16.6%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80%

悪質商法の手口と対処方法・防止（クーリ

ング・オフ等）

インターネット（スマートフォン等）上での契

約

商品購入・サービス利用契約時の注意点

及びクレジットカード等の利用

商品の品質・性能・安全性

人や社会、環境を意識した消費行動（エシ

カル消費）

食の安全安心

広告・表示（品質表示、価格表示等）

金融商品（株、債券、為替等）・保険商品

家計管理・生活設計

70.5%

64.5%

62.0%

30.9%

28.2%

13.0%

7.5%

2.1%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80%

指導・取締りの強化（不当表示、悪質商法

など）

消費者被害・トラブル・商品リコールなど情

報提供の充実

消費生活相談窓口の的確な対応

苦情相談や法令遵守、社会責任に対する

事業者の取り組みへの支援

消費者教育の機会の充実

消費者・事業者・行政が相互に意見を交換

できる機会づくり

消費生活に関する活動を行う団体の支援

わからない

その他
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マイバッグ（マイ

かご）の使用を徹

底している 70.2%
可能な限りマイ

バッグを使用して

いるが、必要に応

じてレジ袋を購入

している 22.6%

マイバッグは使用

していないが、必

要に応じてレジ袋

を購入している
3.6%

マイバッグは使用していな

いが、なるべくレジ袋を買わ

ないようにしている 3.6%

レジ袋有料 「マイバック（マイかご）の使用を徹底している(70.2%)」と「可能な

化への対応 限りマイバックを使用し必要に応じて購入(22．6％)」の合計は９割を超

えている(92.8%)。

Ｑ15 レジ袋が

有料化されまし

たが、どのよう

に対応していま

すか。（一つ選

択）

レジ袋の妥 スーパーでは「３～５円(53.0%)」、コンビニでは「１～２円(42.4%)」

当な代金 がそれぞれ多くなっている。

Ｑ16 レジ袋代

は何円くらいが

妥当だと思いま

すか。

（１）スーパー

マーケットで買

い物をする時（一

つ選択）

（２）コンビニ

で買い物をする

時（一つ選択） 42.4%

26.8%

40.7%

53.0%

3.1%

4.7%

7.0%

8.3%

6.9%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コンビニ

スーパー

１円～２円まで ３円～５円まで ６円～９円まで １０円～１９円まで ２０円以上
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41.6%

40.4%

30.8%

30.1%

18.8%

16.4%

14.1%

2.0%

13.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

石油資源の節約や温暖化防止につながる

ので良いことだ

すべてのレジ袋を石油原料からバイオマス

素材や生分解性素材に転換するべき

自らのライフスタイルを見直す良いきっか

けとなった

レジ袋削減の取組みをもっと進めるべき

店舗によって有料・無料に差があるなど、

制度がよくわからない

レジ袋削減のための有料化は間違ってい

る

レジ袋は有用なので削減するのは間違っ

ている

特に何とも思わない

その他

レジ袋有料 「石油資源の節約や温暖化防止につながるので良いことだ(41.6%)」「す

化について べてのレジ袋を石油原料からバイオマス素材や生分解性素材に転換するべ

き(40.4%)」が多くなっている。

Ｑ17 レジ袋有

料化について、

どう思いますか。

（いくつでも）

【 問い合わせ先 】

企画県民部広聴課広聴班 (TEL078-362-3021)


